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スマホ・アプリで津波避難の促進対策を考える：
「逃げトレ」の開発と実装の試み
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概要：本研究は，津波の防災・減災対策を推進するうえで，避難訓練が有効であることを受け，そこにお
ける課題を洗い出し，関連する対策を提案し実施したものである．具体的には，地域社会における避難訓
練の参加率が低いこと，訓練者の主体性が奪われていること，訓練者の具体的な行動を把握するのが困難，
訓練結果のフィードバックが不十分，などの課題があったと指摘した．それに対して，住民が主役となる
避難訓練の手法を，住民・行政・専門家が協力して開発した．その成果物の 1つはスマートフォンをベー
スに開発した「逃げトレ」というアプリである．「逃げトレ」は，津波ハザードマップや津波到達時間を提
供し，移動中の訓練者の現在位置や経路，スピードなどを GPSで記録し，訓練結果を判定するものであ
る．これまで，大阪府と高知県において数回にわたって社会実装を行ってきた．実装の結果，訓練者から
「緊張感を持って訓練できた」「津波を意識して避難できた」と，ポジティブな評価が得られた．さらに，
訓練者には，避難する前の準備時間や避難途中の経過時間など，「時間」に対する関心が高まり，避難時
間を短縮する努力や，余裕な時間を持って周りの高齢者を補助する行動が見られた．よって，「逃げトレ」
は，これまでの訓練の課題を解決するツールとして役に立つだけでなく，住民自身が主体的に効率的な避
難対策を模索するツールとしても役割を発揮したと位置づけられる．
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Abstract: Evacuation drills have been verified as useful and effective methods for promoting tsunami disas-
ter resilience. However, problems with drills have been identified. These problems include, for example, the
low participation rate of community members, inactive participants, and poor feedback on the drill results.
To counter these problems, research experts have collaborated with practical experts to develop an App
called “MyDrill”. “MyDrill” provides information such as tsunami hazard maps and the lead times before a
predicted tsunami arrives at a specific location. During a drill, “MyDrill” records user location, evacuation
route, and speed through GPS-equipped smartphones. It gives information about whether the individual
participant can successfully escape to a safe place from different starting locations and via different routes.
“MyDrill” has been applied to community evacuation drills several times. User feedbacks were that “It made
me anxious during the drill”, and “I was always watching the elapsing time”. Thus, “MyDrill” successfully
got users to be aware of the importance of “time” during the drill. Related changing behaviors of users have
been seen on shortening the evacuation time, or using spare time to help others in the community. Research
to date has shown the development of “MyDrill” overcame problems in the traditional evacuation drills, and
also validated the ability of “MyDrill” functions to facilitate community members’ motivation to appreciate
the need for and develop their tsunami disaster resilience.
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1. 避難訓練の重要性

平常時における避難訓練の重要性を，経験的なデータと

ともにあらためて示したのは，東日本大震災であった．マ

スコミの報道や研究者の調査報告などでも大きく取り上げ

られた事例として，岩手県釜石市にある小中学生の注目す

べき避難行動がある．地震発生後，児童生徒はすぐに避難

を開始し，ふだんの避難訓練で避難先に指定されていた福

祉施設（標高 10メートル）に到着し，その後，さらに標高

30メートルの介護施設へ避難することによって津波から

命を守った [6]．同様に，東北 3県で被災した保育所は 700

を超えた一方，施設で保育中の乳幼児が亡くなったのは 1

施設の 3人だった [5]．厚生労働省の基準 [4]に基づいて保

育所（園）は火事や地震などを想定した避難訓練を少なく

とも毎月 1回実施することが義務付けられているため，事

前の訓練が人的被害の抑制につながったと考えられる．

また，地域社会においては，学校教育関係の組織と比べ

ると，明確なデータを通して事前の訓練状況と実際の避難

結果とを比較することは困難であるが，個別の面接調査の

結果から避難訓練の効果についてある程度推測することが

できる．たとえば，消防庁が行った防災訓練に関する事例

調査では，避難訓練を重ねてきた地域において，震災時に

地区ごとに編成した班が避難誘導と安否確認を訓練どおり

に行ったことで，犠牲者を最小限に食い止めることができ

たとの証言があった．また，避難訓練を毎年繰り返し実施

してきたことで，避難マニュアルや避難所運営マニュアル

が整備され，避難情報の伝達手段や避難場所の認知など，

基礎的な部分の定着を図ることができた [12]．

2. 避難訓練の課題

自治体では，防災の日に防災訓練や地域一斉避難訓練を

行ったり，学校や会社では定期的に訓練を実施したりする

活動が定着しつつある．これらの訓練を本稿では「地域・

組織の一斉集団避難訓練」（以下，単に「一斉集団訓練」と

略す）と呼び，その課題について論じる．そして，一斉集

団訓練の課題に対処するために考案された新たな訓練手法

について概略し，その成果と残された課題を指摘する．
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2.1 地域・組織の一斉集団避難訓練

一斉集団訓練の成果に関しては，上記 1章でその一部を

見ることができる．しかし他方で，訓練を推進し継続する

うえで課題も山積している．それを実証する根拠の 1つと

して，各自治体で記録し公表されている避難訓練の参加率

がある．

東海・南海地震に関する県民意識調査の中で，静岡県は

1999年より，県内で実施される防災訓練の参加率が全体

として 6割前後を維持している [11]．この実績は全国的に

見ても非常に素晴らしいものではあるが，100%に達して

いるわけではない．東日本大震災の被災地でも，防災訓練

への住民参加率が低いという課題をかかえている．宮城県

石巻市が震災後初めて実施した 2012年度の訓練の参加率

は 11.6%だったが，13年度は 8.4%，14年度は 8.8%へと急

落し，2桁を下回っていた [3]．

同様に，南海トラフの地震による被害が想定される地域

で，実際の災害時に避難率が低い傾向にある点は特に憂慮

すべき事項である．たとえば，2004年 9月 5日に起こった

紀伊半島南東沖地震時の避難行動に関する調査では，津波

警報・避難勧告が出たにもかかわらず，避難場所まで移動

した住民はわずか 15%にとどまっていた [15]．同じく南海

トラフ地震で大きな被害が想定される静岡や和歌山，高知

など太平洋岸の 6県で，東日本大震災の際，大津波警報と

津波警報により避難指示・勧告が出たにもかかわらず，指

定場所に避難したのは対象者の 2.5%（6県平均）にとど

まっていたことも明らかになった [8]．

これらの調査結果は，一斉集団訓練の課題を，1）地域社

会における訓練の参加率が低調で，しかも 2）実際の災害

時の避難率が低い，と明確に示している．こうした結果を

もたらす原因として，筆者は以下の点を指摘できると考え

る．第 1に，訓練自体がマンネリ化しており，参加者自身

の主体性が奪われている．第 2に，避難訓練の内容と，個

人の具体的な行動が不問にされがちである．第 3に，訓練

後のフィードバックと訓練結果の活用が重視されていない．

2.2 個別避難訓練タイムトライアル

一斉集団訓練に関する上記の課題を克服するため，自治

体の防災担当者や専門家たちは多くの手法を考案してき

た．たとえば，訓練参加者の主体性を引き出すために，避

難しながら避難の呼びかけを行う「大声コンテスト」があ

る．また，訓練の内容をよりリアリティなものにするため

に，トランジスタメガホンを使って避難を呼びかけたり，

ショッピングカートやストレッチャなどの道具を使って訓

練者を運ぶなどの方法が考案された [7]．だが，一斉集団

訓練に見られた課題に対して根本的な形で代替案を提示し

本研究は，総合科学技術・イノベーション会議の SIP（戦略的イ
ノベーション創造プログラム）「レジリエントな防災・減災機能
の強化」（管理法人：JST）によって実施された．
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図 1 動画カルテのサンプル（制作：京都大学防災研究所矢守研究

室，タニスタ，NHK 大阪放送局）

Fig. 1 Screenshot of multi-screen movies (Producers: Yamori

Laboratory of DPRI at Kyoto University, Tanista,

Osaka Broadcasting Corporation of NHK).

た事例は，個別的な訓練参加者を対象とする個別避難訓練

タイムトライアル（以下，単に「個別訓練」と略す）であ

る [13], [14]．

個別訓練は，個人または家族を対象に，自宅や勤務先な

どから高台へ，自分たちが逃げようと思う避難場所まで，

実際に逃げてみるものである．訓練時に，地元小学校の

児童が訓練サポータとしてビデオカメラや GPSロガーを

用いて，訓練参加者の動きを記録する．すべての結果を，

動画カルテと呼ぶ映像（図 1）にまとめる．左上と右下は

訓練参加者の様子をそれぞれ異なるアングルから撮影した

動画，右上は訓練者と訓練サポータのコミュニケーション，

左下は訓練者の動きと津波浸水シミュレーションが重ね合

わせた避難アニメーションである．

個別訓練の実施を通して得られた大きな成果としては，

下記の 4つをあげることができる．第 1に，避難訓練を地

域レベルから個人レベルへと変更させ，個別具体的に 1人

1人の訓練行動について調べることができた．第 2に，訓

練参加者は自らの判断で，スタート地点，避難手段，ゴール

地点を決めなければならず，訓練の「主役」としての意識を

高めることができた．第 3に，動画カルテの制作によって，

津波ハザードと人間行動との関係性が可視化され，訓練参

加者へのフィードバックも徹底できた．第 4に，個別訓練

は専門家と住民とが対話しながら行う活動であり，防災・

減災をめぐるコミュニケーションの新たな形式を提示した．

だが，同時に，課題もある．個別訓練を 1回実施するに

は，多数の訓練サポータが必要なため，訓練参加者の側の

人数が大幅に制限されている．また，動画カルテの作成を

めぐって，津波の専門家や CG制作の専門家など，多様な

関係者による共同的実践が実現されているが，その作成に

は一定の費用と時間がかかるため，多人数の訓練者に対し

表 1 避難訓練の成果と課題

Table 1 Achievements and problems of evacuation drills.

て制作することは難しい．

2.3 個別避難訓練タイムトライアル：簡易版

個別訓練における課題を克服するため，その訓練プロセ

スを簡素化させ，「個別避難訓練タイムトライアル：簡易

版」（以下，単に「簡易版個別訓練」と略す）の手法が提

案された [14]．簡易版個別訓練時に，訓練参加者の 1人 1

人に，事前に番号付けられた GPSロガーを配布し，避難

訓練を行ってもらう．この訓練では，訓練サポータを 1～2

人まで減らし，訓練の結果を図 1 の左下の画面のように，

津波浸水ハザードと訓練者の行動が示されている避難アニ

メーションに集約する．避難アニメーションでは，1人 1

人の訓練参加者が 1つのドットとして現れ，訓練開始時間

とともにいっせいに動き出すものである．

簡易版個別訓練の実施を通して得られた成果は，以下の

3つがある．第 1に，訓練者に GPSロガーを装着しても

らうことで，1人 1人の具体的な行動を把握することがで

きる．第 2に，多数の訓練者の結果を 1つの避難アニメー
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ションにまとめ，たとえば，多くの住民が利用した避難路

を重要避難路として指定する．それに対して両脇のブロッ

ク塀の撤去，道幅の拡幅など，具体的な防災対策を提案す

ることができる．第 3に，訓練参加者自身の避難だけでな

く，周りの人々の行動にも目を配り，地域における共助型

避難計画の作成に役に立つ．

しかし，簡易版個別訓練を実施するには，いくつかの制

限条件がある．GPS配布の関係で，事前に訓練参加者を把

握する必要があるため，不特定多数を訓練の対象とする場

合には難しい．そして，訓練結果のフィードバックは，訓

練直後ではなく，依然として専門家による編集の完成を待

たなければならない．しかも，訓練者の人数が多ければ多

いほど編集時間がかかってしまう．

上述した一斉集団訓練，個別訓練，簡易版個別訓練の成

果と課題を，表 1 に整理している．これらの避難訓練の成

果を最大限に生かし，それらの課題を乗り越えるために，

新たな避難訓練手法の開発が求められている．

3. 研究目的

本研究は，急速に社会に普及したスマートフォン（以下，

スマホ）を活用した避難訓練の手法を提案する．具体的に

は，上述の個別訓練，およびその簡易版を基盤として，「逃

げトレ」と呼ぶ訓練用アプリを津波専門家，アプリ開発会

社，デザイン会社，防災専門家，地域住民とともに開発し

た．なお，「逃げトレ」という名称には，逃げるためのト

レーニングという意味合いがある．本稿では，「逃げトレ」

の機能の概要を紹介し，それを用いた社会実装の結果の概

要を示す．

まず，4章で関連研究を述べ，5章では「逃げトレ」の

システム構成と機能について説明を行う．6章では社会実

装の結果をまとめ，7章では考察と今後の課題について述

べる．

4. 関連研究

本章では，「逃げトレ」の開発と密接に関連すると思わ

れる先行研究についてレビューし，先行研究の試みとの比

較・対照を通して「逃げトレ」の特徴を明らかにする．

まず，どのような研究を関連の先行研究として取り上げ

たかについて記す．本研究は，最広義には，災害時の対応

行動を支援する教育・訓練ツールの開発研究と位置づける

ことができる．しかし，この枠内に含まれる研究は非常に

多数にのぼる．そこで，ここでは，対応行動の中でも「避

難行動」を取り扱ったもので，かつ，スマートフォンなど

携帯型端末の「アプリ開発」を行っており，加えて，単に，

既存のハザードマップをスマートフォンで見られるように

することを主内容としたアプリの開発ではないこと（この

種の開発研究は非常に多い），以上 3点を条件として関連

研究を選定した．

第 1に，AR（Augmented Reality，拡張現実）を利用し

たハザードマップアプリの研究がある [16]．この研究は，

スマートフォンを使用し，AR技術を用いて，カメラから

取り込んだ実際の風景の映像と津波浸水時に想定される映

像（想定浸水深の情報を活用）とを重ねて表示する仕組み

を開発したものである．浸水時の状況を人々にリアルに知

覚してもらうために有効な仕組みである．他方で，「逃げ

トレ」のように，ユーザの実際の避難行動をアプリ上で可

視化する機能はない．

第 2に，オフライン型の避難支援システムがある [17]．

このシステムでは，たとえば，避難場所の位置など，災害

時の避難を支援するための情報（サーバに蓄積されている）

をユーザがアプリ上で閲覧すると，取得したデータがス

マートフォンの内部ストレージに蓄積される．この結果，

災害発生時にもオフラインであらかじめ取得しておいた避

難支援情報をもとに支援が行われる．避難時に必要な情報

を有効活用するために有用な仕組みである．他方で，この

システムも，ユーザの実際の避難行動をアプリ上で可視化

する機能はない．

第 3に，観光客など一時的な滞在者を主な対象として，

GPS機能を持つモバイル端末を用いた避難行動支援システ

ムが開発されている [2]．このシステムでも避難場所などの

情報が電子地図上に表示されるが，それだけでなく，ユー

ザが実際に避難した移動軌跡がハザードマップを兼ねた地

図上に表示され，ユーザに対して現在位置や適切な避難方

向を提示する役割を果たす．この点で優れた試みである．

他方で，上記のハザードマップは津波浸水域を示したもの

で，「逃げトレ」のように，リアルタイムで変化するハザー

ド情報（津波浸水域の時間的挙動）を提供する機能はない．

最後に，携帯情報端末にその時点で通行可能な避難経路

などの避難関連情報を提供する研究が実施されている [1]．

このシステムは，携帯情報端末を所持したユーザに発災情

報（火災や通行止めの場所など）を提供し，避難場所まで

の誘導を支援するものである．発生したハザードをリアル

タイム情報として配信し，避難行動を支援する試みは興味

深い．他方で，このシステムで取り扱われているハザード

は，「逃げトレ」の対象である津波ではないことに加え，

その挙動（浸水域の空間変化）をリアルタイムでフィード

バックする仕組みとはなっていない．同時に，誘導者以外

の人々の実際の避難行動をアプリ上で可視化する機能はな

く，想定されるユーザ数はかなり限られている．

「逃げトレ」の試みは，ハザードの時間的挙動（津波浸水

域の時間的変化）と人間の時間的挙動（避難行動にともな

う現在位置の時間的変化），この両者を同時に可視化し，そ

の結果をアプリのユーザにリアルタイムでフィードバック

する点で，類似の課題に取り組んでいる先行研究と異なっ

ているといえる．
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5. 「逃げトレ」のシステム構成と機能

この章では，「逃げトレ」のシステム構成と主な機能につ

いて述べる．「逃げトレ」は，スマホの GPS機能を利用し

て現在地を表示し，訓練参加者は避難場所まで実際に逃げ

るルートを記録する．訓練開始と同時に，あらかじめ計算

された津波シミュレーションの結果（基本的には，その土

地における最悪の津波想定に基づく）が刻々の津波来襲状

況を表示し，訓練参加者の避難行動と津波の動きが一目で

分かる．訓練終了後，訓練の結果と津波浸水のシミュレー

ションを重ね合わせた避難アニメーションが即時に作成さ

れる．それによって，どの程度の時間的余裕があったのか，

どの時点（場所）で最も切迫した状況になったかなど，避

難の全体状況に関するフィードバックの情報を得ることが

できる．

「逃げトレ」のシステム構成の中で，一番重要な要素は，

津波シミュレーションとユーザの移動記録，および両者を

重ね合わせた結果をリアルタイムで提示することにある．

日本太平洋側各地の津波シミュレーションは，その土地で

の訓練のつどにサーバから入手する．同時に，それぞれの

避難場所に関する情報は，あらかじめサーバに仕込まれ

る．「逃げトレ」起動時，避難場所と津波シミュレーショ

ンが重ね合わせて表示される．ただし，ユーザの移動軌跡

だけは，訓練時に自動記録される．人間の移動軌跡と津波

シミュレーションが自動的に連動され，訓練の結果として

サーバに送信される．

「逃げトレ」のより詳細なイメージを示すため，以下，

表 2 を用いて，4つのステップに分けて説明する．1つの

ステップは複数の画面によって構成される．

第 1ステップは，「起動：ホーム画面」である．スマホに

表 2 「逃げトレ」の仕組み

Table 2 System structure of MyDrill.

インストールした「逃げトレ」のアイコンをタップすると，

まず起動画面（スプラッシュ）が現れる．次に，アプリの

概要に関する説明文，「リアルなパーソナル避難訓練」，「迫

りくる津波から逃げろ」，「自分だけの避難カルテに」が，

順番に表示される．次に，利用規約や訓練データ提供の確

認，基本設定画面へと移る．これらの操作がひととおり終

わると，「ホーム画面」が登場する（図 2）．

第 2ステップは，「訓練をはじめる」の項目である．ま

ず，避難開始時間の説明があり，次に避難開始時間を自由

に設定する画面が表示される．その後，現地周辺にある自

治体指定の避難先が地図上に現れる．訓練で避難目標とす

る予定の避難先をタップすると，ピンク色でマークされる

（図 3）．

第 3ステップは，「訓練中」の項目である．避難訓練開始

図 2 基本設定（左）とホーム画面（右）

Fig. 2 Settings (left) and menu options (right).

図 3 避難開始時間（左）と避難場所（右）の設定

Fig. 3 Starting time (left) and shelters (right).
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図 4 表示切替えの画面

Fig. 4 Human movements overlaid with a tsunami simulation.

図 5 訓練結果の基本情報（左）とマップと危険度メータ情報（右）

Fig. 5 Results of basic information (left) and inundation maps

(right).

画面で「訓練開始」ボタンを押すと，図 4 のような画面が

現れる．2つの画面が上下方向で相互に切り替えられるよ

うになっている．これらの画面が，「逃げトレ」の中心要素

である．「避難完了」ボタンを押すと，避難完了確認の画面

が現れ，どこに避難できたかを選択してもらう．最後に，

避難行動の可否を判定する画面が出て，成功「○」，危機

一髪「△」，失敗「×」のいずれかの結果（マーク）が出て

くる．

第 4ステップは，「訓練結果」の項目である．基本情報と

マップ情報に危険度が連動したメータ画面が設けられ，自

分の位置と危険度をシームレスに表している（図 5）．訓練

結果をいつでも振り返ることができるように，「訓練アル

バム」として項目に分けて結果が整理されている．

これら 4つの基本ステップのほかに，訓練途中に各地点

表 3 社会実装の結果

Table 3 MyDrill Implementation.

を通過した際の危険度（津波の切迫度）を，画面のカラー

の変化や音声によって伝える機能がある．そして，訓練中

で訓練を中断せざるをえないときに利用できる「訓練中断」

の項目がある．訓練終了時に，もしその場所がまだ津波浸

水域内の場合，「訓練に戻る」ボタンが設けられており，訓

練者に引き続きより安全な場所へ行くように促す．

また，「逃げトレ」を利用して訓練した結果（データ提供

を許諾した利用者のみ）が，研究者側のサーバに送信され

る．それらの結果をまとめて，集団の避難状況を表す避難

アニメーションを作成することもできる．また，訓練者数

が増えるに従って，このエリアで避難に成功した人の 8割

は，この避難場所を選択した，あるいは，この地区では地

震発生から○○分までに避難を開始すれば，山まで逃げら

れる可能性が 7割を超えるといったデータを，訓練の成果

として蓄積することができる．そのデータをそれ以降に実

施される訓練のときに，利用者が避難場所を選択するため

の基盤データとしても活用できる．

現時点では，「逃げトレ」の「ベータ版」（試作版）が完

成し，それを用いて地域社会で数回の社会実装を行った．

なお，「ベータ版」は，ユーザの Androidスマホに自由に

ダウンロードできるが，iPhoneスマホについては現時点で

は所定の手続きが完了しておらず，まだ自由にダウンロー

ドすることはできない．

6. 社会実装の結果

地域社会における「逃げトレ」の実装の結果は表 3 に

示したとおりである．これまで，大阪府堺市浜寺地区で 2

回，高知県四万十町興津地区で 3回にわたって社会実装を

行ってきた．各回の「逃げトレ」訓練は，訓練参加者がそ

れぞれ違っており，小学生から 80代の高齢者まで，幅広

い年齢層からの参加を得ていた．本章では，大阪府堺市の

避難訓練と高知県四万十町の避難訓練での定量的・定性的

な調査結果について述べる．
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図 6 逃げトレアプリは役に立ったか？

Fig. 6 Do you think “MyDrill” is useful ?

図 7 緊張感を持った訓練を実施できたか？

Fig. 7 Did you feel nervous during “MyDrill” ?

6.1 堺市の「逃げトレ」訓練

本節では，2016年 2月 28日に実施した大阪府堺市浜寺

4校区の避難訓練での結果を詳述する．大阪府堺市では，

南海トラフ地震を想定して，最も厳しい条件のもとで津波

浸水のシミュレーションを実施した結果，30 cmの津波が

約 100分で到達し，津波高（津波水位）が最大で 4.9メー

トルになると予測されている [10]．2016年 2月 28日に堺

市で実施した避難訓練は，「逃げトレ」を用いた避難訓練と

しては最大規模の参加人数であり，一定数の調査対象者に

「逃げトレ」についての定量的な調査を行った．なお，今

回の調査は，訓練参加者のうち，6歳から 83歳までの男女

78名（平均年齢 = 36.8，SD = 17.65）に「逃げトレ」を

訓練中に使用してもらい，訓練後にアンケート調査票を用

いて実施した．主な結果は下記のとおりである．

まず，「Q1：要支援者を訓練で支援・救助する際に，逃げ

トレアプリは役に立ったと思いますか」という設問に対し

て，「アプリは役に立った」と回答した訓練参加者が 68.0%，

「どちらともいえない」と回答した訓練参加者が 25.3%，

「役に立たなかった」と回答した訓練参加者が 6.7%という

結果が得られた（図 6）．

次に，「Q2：逃げトレアプリを使用することで緊張感を

持った訓練を実施することができましたか」という設問に

対して，「緊張感を持って訓練できた」と回答した訓練参加

者が 74.7%，「どちらともいえない」と回答した訓練参加者

が 17.3%，「緊張感を持って訓練できなかった」と回答した

訓練参加者が 8.0%という結果になった（図 7）．

また，「Q3：逃げトレアプリを使わない津波避難訓練と

比べて，今回のように逃げトレアプリを使う津波避難訓練

の違いは，何だと思いましたか」という設問では，「アプリ

図 8 「逃げトレ」訓練結果の避難アニメーション

Fig. 8 Animation of inundation on MyDrill.

図 9 「逃げトレ」訓練の様子

Fig. 9 MyDrill implementation.

を使用することで津波を意識して避難ができる」「緊張感

を持って訓練できた」「地図が表示されているので分かり

やすかった」という回答が数多く寄せられた．

さらに，訓練終了後，防災学習会が開催され，「逃げト

レ」のユーザの訓練結果が避難アニメーションとして上映

され，参加者全員にフィードバックされた（図 8）．訓練の

前後に，その結果を表示できたことのインパクトも非常に

大きかった．

6.2 四万十町の「逃げトレ」訓練

本節では，2015年 6月，8月，11月に四万十町興津地区

で実施した避難訓練の結果について詳述する．東日本大震

災後に公表された津波想定によると，興津地区では最悪の

場合，震度 6強の強い揺れに見舞われ，地震後 15～20分

ぐらいで津波が来襲し，最大津波高は 30メートルを超え

る [9]．筆者らは興津地区で，10年近くにわたって，津波

防災に関するフィールドワークを継続しており，2章で述

べた一連の個別訓練の活動を住民とともに開発してきた．

「逃げトレ」訓練も，それらの津波防災活動の一環として実

施された．

具体的には 2015年 6月に，興津地区で行われる年中行事

の 1つである海開きのイベントの後，海水浴客や地元の住
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民の約 25名を対象に「逃げトレ」訓練を実施した（図 9）．

参加者は，海辺をスタート地点として訓練を開始した．ま

た，8月に，地区の一斉集団訓練において，高齢者の 12名

を対象に実施した．各参加者は自宅から訓練を開始した．

さらに，11月に，夜間避難訓練において，住民の 15名を

対象に実施した（表 3）．これら 3回の訓練で，筆者らと

役場の職員がサポータとして一部の訓練者に付き添って避

難場所まで行った．そして訓練後，サポータは自らが付き

添った訓練者に対して半構造化インタビューを行った．そ

れぞれ，12名，9名，3名で，合計 24名から回答を得てい

た．インタビューの内容は，避難訓練そのものに関する項

目のほか，アプリのデザインの改善に役立つものもある．

ここでは，訓練活動を中心に，3回のインタビューで共通

した質問の結果について述べる．

まず，興津地区の津波リスクに鑑み，地震発生してから

避難できるまでの余裕時間に対する住民の意識を把握する

問題が設けられた．「Q1：地震発生後，何分後に避難を開

始すると設定しましたか」という問題に対して，「0分」と

回答したのは 1名（4.2%），「2—5分」と回答したのは 15

名（62.5%），「6—10分」（33.3%）と回答したのは 8名，と

いう結果が得られた．

「0分」と答えたユーザは観光客である．その理由とし

て，「アプリは第 1回目なので，0分開始のデータを確認

し，今後の訓練に生かしたい」と説明した．その他の回答

者には，想定される準備時間に差が見られた一方で，あげ

られた理由として，「持ち物などを準備するには必要と思

う」「避難するときのリュックサックの準備と，あとは火の

元の確認」などと，共通項目が多い．

次に，アプリの機能の中で，どれが一番住民の避難訓練

のニーズに応えているかを把握するための問題が設けら

れた．「Q2：避難途中，アプリ画面からの情報を見て，ど

こが一番気になりましたか」という問題に対して，「津波

の到達時間が気になる」と言及した回答者は全体で 12名

（50%）いた．具体的な理由として，「この時間までに避難

しないといけないと意識することができたため」「急がな

ければという気持ちにさせられた」「早く到着できるルー

トを選択した」などがあげられた．

しかし，8月訓練時の 9名の高齢者の回答を見ると，3名

が「津波の到達時間」，3名が「色（危険度メータ）」（図 5），

3名が「特にない」という結果が得られた．「特にない」と

答えた回答者から，「老眼鏡なしではアプリの文字が見えな

い」「避難タワーをのぼる階段で前が詰まっていてパニッ

クになった」との理由があげられた．

最後に，アプリは住民の避難訓練に実際に役に立ったか

どうかを把握するため，堺市でのアンケートと同様の問題

が設けられた．「Q3：逃げトレアプリを使わない津波避難

訓練と比べて，今回のように逃げトレアプリを使う津波

避難訓練の違いは，何だと思いましたか」という問題に対

して，「津波到達時間が分かる」「数字が出ることによっ

て，より現実的な訓練になった」と言及した回答者は 18名

（75%）いた．具体的な意見として，「津波が到達するまで

の時間をチェックすることで，無用に焦ったり急いだりす

ることなく，落ち着いて避難することができた」「訓練アル

バムでは，マップ情報に表示される避難アニメーションは

とても分かりやすく，「安全」だった場所，「危険」だった

場所について自分の都合をふり返ることができたので，役

に立った」「『逃げトレ』は，訓練の結果を累積してくれる

ので，次の訓練も行いたい」などである．

6.3 堺市と四万十町の訓練における「逃げトレ」の課題

本節では，上記の調査結果の中で指摘された「逃げトレ」

の課題をまとめる．課題は，下記の主に 3点である．

1点目の課題は，アプリのユーザビリティについての問

題である．両者の避難訓練で「画面の文字が小さくて見え

にくい」「画面上の言葉の意味が分かりにくい」「ボタンが

小さくて操作しにくい」といった課題が指摘された．これ

らのデザイン面の課題は，訓練を重ねるごとに改善を加え

ていく予定である．

2点目の課題は，アプリの音声ガイド機能の追加である．

訓練の中で「歩きながらアプリを使うので，音声によって

ガイドしてもらえるような機能が付いていたほうが使いや

すい」「歩きスマホを防止するためにも，音声ガイド機能を

アプリに実装したほうが良いのではないか」という感想が

出てきた．「逃げトレ」では，津波到達までの残り時間に応

じてブザー音が鳴るように改善し，アプリの音声ガイドも

新たに実装しているところである．そのほかにも，人の声

による避難の励ましをする声などを新たに実装していくア

イディアも出されており，「逃げトレ」の音声ガイド機能を

拡充していく予定である．

3点目の課題は，アプリ上で災害時の環境を忠実に再現

する機能の追加である．訓練の感想として，「道路閉塞を

再現できる機能を追加してみてはどうか」「火事が起きた

り，建物倒壊が起きたりするという条件のもと，訓練でき

るような新たなモードを入れてほしい」といった声が寄せ

られた．現在，「逃げトレ」は，SIP（戦略的イノベーショ

ン創造プログラム）「レジリエントな防災・減災機能の強

化」の研究グループと連携して，津波災害のリアルタイム

被害予測機能を，アプリに実装する計画がある．これらの

追加機能とともに，建物倒壊や道路計測などのシミュレー

ションのもとで避難訓練を試行するモードを実装していく

予定である．

7. 考察と今後の課題

本研究では，これまで地域社会で行われた津波避難訓練

に現れた諸課題を克服し，より効果的で実践的な訓練を促

進するために，多様な関係者の協力によって「逃げトレ」
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アプリを開発した．そして，アプリの機能とその社会実装

の結果について詳述した．

実装結果を見ると，約 7 割のユーザが「アプリが役に

立った」「緊張感を持って訓練できた」と高く評価した．こ

れらの結果から，「逃げトレ」が津波避難訓練支援ツールと

して効果的に活用できたことが分かった．

表 1 で列挙された訓練の課題の中で，特に訓練のマンネ

リ化と訓練結果のフィードバックを根本的に改善できた．

「逃げトレ」では，ハザードの時間的挙動と人間の時間的挙

動を同時に可視化し，訓練者 1人 1人にこれまでにない切

迫感と緊張感が与えられ，訓練を「自分のために」実施す

るものとユーザに理解させた．これによって，ユーザは訓

練における自らの行動，つまり主体性の大事さに気づき，

「こういう訓練することによって，自分たちの災害に対す

る気持ちが前向きになる」（2015年 6月，30代男性）とい

う効果が現れた．

また，堺市での大規模訓練で実証されたように，「逃げト

レ」は多人数の訓練に対応でき，1人 1人にフィードバッ

クできるだけでなく，図 8 のようにアニメーションを自動

的に作成することによって地域全体に対するフィードバッ

クも実現できた．

今後の研究と実践の課題としては，第 1に，6章の社会

実装で提起された課題の解決が急務である．第 2に，「逃げ

トレ」の開発と実装に際して，ユーザに対する説明会や勉

強会の開催など，アプリ本体を活かすための周辺プログラ

ムの整備が必要である．第 3に，ユーザのレベルに応じて

異なる体験ができる技術の開発が必要である．第 4に，シ

ステム運用上に現れた細かい技術的バッグをクリアし，年

内に「ベータ」版から正式版へとレベルアップさせ，アッ

プルストアなどに正式にリリースする必要がある．正式版

にすることで，すべてのユーザに自由に使ってもらい，「逃

げトレ」アプリの社会実装の拡大と実装結果の検証を継続

して行う．
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